
平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで

（単位：千円）

予算額 前年度予算額 増 減 備 考

Ⅰ 事業活動収支の部

１．事業活動収入

（１）基本財産等運用収入 7,247 8,643 △ 1,396

①基本財産運用収入 6,640 8,023 △ 1,383

②特定資産運用収入 607 620 △ 13

（２）事業収入 18,137,888 17,895,267 242,621

①特例法に基づく調査事業収入 15,230,084 16,897,958 △ 1,667,874

②特許分類に関する調査・研究・開発事業収入 2,892,764 982,269 1,910,495

③特許検索競技大会事業収入 1,600 1,600 0

④その他の事業収入 13,440 13,440 0

（３）消費税受入収入 1,451,031 894,763 556,268

事業活動収入計 19,596,166 18,798,673 797,493

２．事業活動支出

（１）事業費支出 18,182,419 17,467,379 715,040

事業費支出 16,731,388 16,572,616 158,772

①特例法に基づく調査事業費支出 14,066,176 15,589,721 △ 1,523,545

②特許分類に関する調査・研究・開発事業費支出 2,597,127 915,286 1,681,841

③特許検索競技大会事業費支出 26,349 25,947 402

④その他の事業費支出 11,736 11,662 74

支払寄附金 30,000 30,000 0

消費税支払支出 656,356 404,735 251,621

消費税納付支出 794,675 490,028 304,647

（２）管理費支出 1,316,228 1,291,307 24,921

①給料手当 414,112 407,150 6,962

②福利厚生費 132,083 131,743 340

③一般事務費 645,982 627,648 18,334

④借室料 68,721 71,483 △ 2,762

⑤租税公課 44,270 48,283 △ 4,013

⑥借入金利息 5,000 5,000 0

⑦その他 6,060 0 6,060

（３）法人税、住民税、事業税 140 140 0

事業活動支出計 19,498,787 18,758,826 739,961

事業活動収支差額 97,379 39,847 57,532
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（単位：千円）

予算額 前年度予算額 増 減 備 考

Ⅱ 投資活動収支の部

１．投資活動収入

退職給付引当資産取崩収入 12,535 99,466 △ 86,931

保証金返還収入 112,251 0 112,251

投資活動収入計 124,786 99,466 25,320

２．投資活動支出

保証金支出 16,065 0 16,065

設備投資支出 22,540 3,550 18,990

入居保証金引当資産取得支出 42,474 46,210 △ 3,736

減価償却引当資産取得支出 75,109 75,109 0

退職給付引当資産取得支出 133,791 104,812 28,979

投資活動支出計 289,979 229,681 60,298

投資活動収支差額 △ 165,193 △ 130,215 △ 34,978

Ⅲ 財務活動収支の部

１．財務活動収入

借入金収入 750,000 1,000,000 △ 250,000

財務活動収入計 750,000 1,000,000 △ 250,000

２．財務活動支出

借入金返済支出 382,186 609,632 △ 227,446

財務活動支出計 382,186 609,632 △ 227,446

財務活動収支差額 367,814 390,368 △ 22,554

Ⅳ 予備費支出 300,000 300,000 0

当期収支差額 0 0 0

前期繰越収支差額 833,613 815,717 17,896

次期繰越収支差額 833,613 815,717 17,896

（注）１． 借入金限度額 ： １６８億円

２． 債務負担額 ： ０円

３． 平成２６年度の予算科目については、事業計画書の記載に合わせて、前年度の以下の事業について、事業

収入及び事業費支出それぞれの科目名を変更した。

（１）「先行技術調査事業」及び「一元付与事業」を「特例法に基づく調査事業」とした。

（２）「公開後Fターム付与事業」、「Fタームリスト作成事業」、「DNA検索用データ作成事業」及び「中国特許文献

分類付与事業」を「特許分類に関する調査・研究・開発事業」とした。

科 目


